平成21年度和歌山県中山間ふるさと水と土保全対策推進委員会
日時：平成21年11月26日(木)　14:00～17:00

場所：和歌山県自治会館　307号室
〈委員〉　放送大学和歌山学習センター所長　　　　　　　　橋本　卓爾

和歌山社会経済研究所　主任研究員　　　　　　　谷　　奈々

和歌山県農業協同組合中央会　常務理事　　　　　川端　敏郎　(欠　席)

セミナーハウス未来塾　塾長　　　　　　　　　　平井　二嗣

和歌山県生活研究グループ連絡協議会　会長　　　小西　教子

食と農の応援団　講師　　　　　　　　　　　　　堀江　寛子

１）耕作放棄地再生活動協働モデル事業
委　員：行政刷新会議の事業仕分けの評決に対して、ノーベル賞受賞の科学者が予算を絶対に減らすなというのと同じで、この基金事業は減らしてはいけない。かかわるものとしては、もっと予算を増やすべきと言いたい。今までの取り組みで成果が上がっている。環境、教育、地域活性化とか、今やるべきことが盛り込まれた事業である。この事業を実施したところでは、効果が出ている。やっていないところからは、実施要望の声もある。

どういう風に、予算を付けるのが効果的かということが重要。

万弁なくつけるのではなく、事業費枠最大50万円。満額の組織もあれば、40万円のところもある。という感じで、内容を審査して、厳しく予算を付けていけばよい。

やりたいと思っているところに、手を差し伸べていくことが重要。

委　員：着実に地道に実施してきていると感じている。

重要なのは、県民に取り組みを知ってもらうこと。

広く知ってもらうために、県の広報や、新聞などの活用に工夫が必要。

耕作放棄地再生協働活動モデル事業は、良い事業なので、みんなが参加・導入したくなるように仕組んでいく必要がある。

事務局：耕作放棄地解消の取り組みとして、モデル的な部分を県（基金事業）で試して、全体に広げていこうという主旨で取り組んでいる。

委　員：平成21年度の実施組織は7団体。募集の工夫はどうなっているか？募集されていることが知られていないのでは？

事務局：県振興局や小学校関係を主に周知している。今後、地域づくり支援員による地域への周知や、生産者団体への周知についても考えている。

委　員：募集について、県内在住者のみが対象となるのか？
和歌山県内は大学も少ない。活動参加者を大阪とか周辺地域に広げていくには、募集条件の緩和も必要。募集の範囲を広げることで取り組みも広がってくるのでは？

事務局：取り組み組織は県内にある組織として募集をしているが、過去の事例としては東京方面の学生を招いて活動した地区もあり、今後、検討していく。

２）中山間集落マネジメント人材育成

学生参画地域づくりサポートモデル事業

委　員：地域づくり支援員が重要になってくる。
地域の一番の要望はなにか？公務員感覚ではなく、お世話をする心を持った人が求められる存在となる。その人の存在によって、地域の将来が変わってくるので、地域づくり支援員制度については、そのあたりも認識してよろしくお願いしたいと思う。

委　員：耕作放棄地再生活動協働モデル事業の取り組みを行っている団体は、地元ではベテランの組織である。基金事業で活動するだけでなく、人づくりの先輩として他に広げる人材育成に関わってきてほしいが。

事務局：各活動組織間の交流やマネジメント人材としての活用も検討していきたい。
３）棚田ネットワーク構築

委　員：平成25年度に有田川町で「全国棚田サミット」開催が決定している。

棚田ネットワーク作りについて、早く着手する必要がある。

県・市町村連携してネットワークを構築していくことが重要。

段々畑の果樹園地は、急傾斜地利用の形態。傾斜地利用としては、和歌山県は先進地であり、美しい農村景観を形成しており、十分評価できるものである。
４）農地等機能保全工法検討調査

委　員：棚田を荒廃させたために災害が発生したという声も聞かれる。

　　　　和歌山には多くの棚田がある。工夫を凝らして回復させていくことが必要。

５）水土里のむら機能再生支援事業

委　員：ワークショップという言葉について、地域の反応は？
事務局：ワークショップという言葉の理解度は低い。開催するところでは、「集落座談会」という表現を使うようにしており、今農村地域で失われつつある｢場｣の提供を行っているという説明をしている。

委　員：「ワークショップ」ではなく別の言い方を考えることも良いかもしれない。ワークショップに関しては積極的な展開をしてほしい。
委　員：水土里のむら機能再生支援事業は、良い事業。しかし、それなりにコストもかかっている。アドバイザーに任すのではなく、県もしっかり関与していくようにしてほしい。

事務局：平成22年度からの2期施策として、ワークショップ運営に地域づくり支援員の関与の度合いを大きくし、5年後にはアドバイザーとして機能できるようにしていくことを目標としている。

　　　　また、県内ＮＰＯや大学関係者など地域づくりのためのワークショップに関心のある者のワークショップ運営への関与に対する支援も考えている。

委　員：和歌山県内でもＮＰＯが育ちつつある。地域づくり、活性化に取り組むことを目標としているＮＰＯをピックアップして話し合う機会が必要。和歌山大学観光学部地域観光学科との連携も考えられる。

事務局：関係部局に相談の上、対応を考えたい。

６）放牧による草刈レスキュー

委　員：継続実施を。取り組みについてＰＲを考えていく必要がある。
事務局：マスコミ関係への資料提供は実施している。ラジオインタビュー(出演)もあったが、今後もＰＲに努めていきたい。

７）その他

(1)委員会開催場所について
事務局：委員会の現地開催について、保全活動の現地視察や地域で取り組みを行っている組織との意見交換を行い、その結果をもとに基金事業の取り組みを考えることが有用ではと考え、現地開催を提案。
委　員：承認。現地で取り組み状況の確認や意見交換を行うこっとは重要。

(2)設置要綱の改正
事務局：新任期初回の会議の招集ができない要綱となっているため、附則に新任期初年度の会議の招集は農林水産部等が行うことを追加することを提案
委　員：承認。
